
 令和 5 年度事業計画 

 

世界情勢はいまだウクライナでの戦争も続き、トルコでは大規模な地震が発生、エネルギーや農作物の高騰など日本を取り巻く環境は

ますます厳しくなっております。国内でも世界情勢に影響を受け電気料金など物価が高騰し続けております。このような環境の中、新型

コロナウイルスが 5 月より 5 類に分類されるようになり、不自由だったマスク生活も個人の裁量に任されることになりました。長い間集

団学習もできないままでしたが、今年度より以前と同じ形での研修会を始めたいと考えております。ただ、会員の減少に歯止めがかから

ず、当協会の先行きも厳しくなってきております。 

 また、皆様方にも影響が及ぶと危惧されているのが、本年 10 月から始まるインボイス制度です。現在消費税の免税業者となっておら

れる方々で、消費税の課税業者と取引のあるお店の方は、その取引が中止される可能性があります。インボイスに対応するためには POS

レジの導入など負担増が考えられます。担当の税理士とよくご相談の上対応されるようお願いします。総会の時に簡単なご説明ができれ

ばと考えております。 

しかしどのような状況であれ登録販売者は、一般用医薬品販売の専門家として、科学的根拠に基づいた適正な情報提供や相談対応を行

い、セルフメディケーションを適切に支援するなど、一般用医薬品の適正使用を支えるため、制度上、社会生活上、重い責任を担ってい

かなければなりません。インターネットによる一般用医薬品の販売においても、ルールを守った販売が行われているのかを監視し、石川

県民が安全に一般用医薬品を使用できる環境を整備して行くことも公益法人に課せられた責務であろうと考えます。 

時間を 3年前に戻し、厚労省のガイドラインに沿った「登録販売者生涯学習研修会」を実行し、生涯学習制度並びに研修会の更なる充

実・強化を図り、公益性実現をめざし対応してまいります。以上の状況を踏まえ、令和 5 年度も例年通り次の事業を軸に事業計画を策定

しました。 

 

 （公益目的事業） 

高度な専門知識・技能を持った登録販売者の育成及び医薬品の適正使用を推進する事業 

   高度な専門的知識・技能を持った登録販売者の育成を図り、医薬品の適正使用に関する啓発及び 

   知識の普及に貢献し、もつて公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 

   （１） 登録販売者の育成を図るための生涯学習研修事業 

   （２） 医薬品の適正使用に関する啓発及び知識の普及事業 

  （その他の事業） 

会員の福利厚生及び情報提供事業 

   会員の福利厚生・情報提供・加入促進等を行い、薬業の進歩改善を図るとともに、登録販売者である 

   会員の倫理及び職能の水準を高めることを目的とする。 

   （１） 会員の福利厚生の充実に関する事業 

   （２） 情報を提供する事業等 

Ⅰ 高度な専門的知識・技能を持った登録販売者の育成及び医薬品の適正使用推進事業 

   （公益目的事業） 

 

   （１） 登録販売者の育成を図るための生涯学習研修事業 

      登録販売者によって構成される職能団体である当協会が、登録販売者の資質の向上を図るととも 

      に、専門性、客観性（受講確認等）、公正性（販売目的ではない）を持つ研修事業を実施し、登録 



      販売者の育成を図るものである。 

     ・ 登録販売者生涯学習研修会 

       石川県内の薬局及び医薬品販売業に従事するすべての登録販売者を対象に、厚生労働省発出 

       のガイドラインに沿った研修会を実施する。 

     ・ 全国統一薬事講習会 

       会員及びその他の従事者を対象に、薬事薬学の知識向上を図るため実施する。 

     ・ 認定登録販売者制度 

       公益社団法人全日本医薬品登録販売者協会が行っている、認定登録販売者制度を活用して、 

       実施する。 

      

   （２） 医薬品の適正使用に関する啓発及び知識の普及事業 

 

     ① 普及啓発イベント 

       「薬と健康の週間」・「麻薬・覚せい剤乱用防止活動」の期間に、団体として積極的に連携参加し 

       『ダメ。ゼッタイ。活動啓発パンフレット』、『セルフメディケーション啓発用小冊子』『活動啓発用 

       カットバン』等を配布するなどの街頭活動、募金活動等を通して、健康被害の防止及び、セルフ 

       メディケーション推進を含む医薬品の適正使用推進事業を実施する。 

 

     ② ホームページによる普及告知 

       ホームページを開設し、厚生労働省、石川県、その他の行政機関、医薬品製造販売業者を通し 

       て、健康被害の防止や、セルフメディケーションの推進を含む医薬品の適正使用に関する啓発 

       及び知識の普及活動を公表する。またホームページに於いて登録販売者生涯学習研修会の 

       実情を公開し、一般県民に対し登録販売者の実情把握を実施する。 

 

 

Ⅱ 会員の福利厚生及び情報提供事業 （その他の事業） 

 

   （１） 会員の福利厚生の充実に関する事業 

     登録販売者によって構成される当協会の会員の福利厚生及び薬業の進歩改善の向上を目的として 

     内規による会員の表彰や国・県に対する各種表彰候補者の推薦等を行う。 

   （２） 情報提供事業 

     本事業は、消費者に対し安全で安心できる医薬品の販売を行うために、医薬品を扱うリスク管理と 

     して、自己点検により医薬品の取り扱い状況の確認等を行う。厚生労働省薬務局長通知「薬事監視 

     指導要項」に基づくチェックリストを作成し、配布する。 

 

 ホームページにより、医薬品に関する情報を公開することにより、最新の情報の共有を図り会員の 

     職能の水準の向上を図る。 

   （３） 会員名簿の作成 



     会員への情報提供の一環として、会員名簿を作成し、希望する会員に配布する。 

   （４） 組織強化 （会員の加入促進等） 

     当協会の組織力強化のため、会員の加入促進として、ホームページ等により広告を行い、登録販売 

     者に関する情報提供等をすることにより、登録販売者の職能の向上につなげる。 

   （５） 薬業界関係団体との有効連携の強化 

     全日本医薬品登録販売者協会を中心に情報の共有化を行い、石川県薬事振興会をはじめとする 

     薬業界全般の関係団体との連携強化を図る。 

   （６） 賠償責任保険制度 

     医薬品の販売時における、情報提供及び相談対応の際に生じたミスやトラブルに対応するため、店 

     舗販売業者及び登録販売者が僅かな掛け金で加入できる「賠償責任保険制度」に加入する。 

   （７） 薬事関係図書の刊行と斡旋 

     医薬品医療機器などの品質有効性安全性の確保などに関する法律が改正されるなど大きな変化があった際、制度を周知するた

め会員に対して図書等を刊行する。また、希望者には薬事関係図書等を斡旋する。 

 

Ⅲ 管理部門 

 

   （１） 組織の拡充と会員の確保 

     ① 公益社団法人として、財務の透明化、情報の開示、ガバナンス（内部統治）の徹底を図る。 

     ② OTC 医薬品の専門家たる登録販売者の職能団体としての方向性を明確に示し、組織の強化を 

       図るとともに、未加入登録販売者の入会促進に努める。 

     ③ 店舗の構造設備に必要なグッズ並びに名札等、医薬品医療機器などの品質有効性安全性の確保などに関する法律に対応す

るサポートを継続して、実施する。 

   （２） 業務執行体制の整備と強化 

     公益法人として、定款による執行体制及び内部規定に沿った活動に努める。 

 


